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１  はじめに 

「合 理 的 配 慮 」（reasonable accommodation）の母

国である米国の雇用機会均等委員会（EEOC）は、合

理的配慮は事業主と従業員相互作用のプロセスであ

る１）としている。このプロセスに含まれるものの中に、事

業主による仕事の本質的機能（essential function）の

決定、これらの本質的機能に対する障害による制限

及び必要な合理的配慮に関する従業員及び応募者

の要求の把握がある。しかし、合理的配慮要求のすべ

ての実施を事業主に義務付けるものではなく、合理的

配慮として要求されたとしても、コスト、要求の性質、会

社の財源を検討して不合理と判断されるものも存在す

る。 

こうした合理的配慮は米国内において推進され、合

理的配慮にかかるコストは低いが、利益は高いという

結果である２）。また、合理的配慮を行う事業主に対す

る税制優遇を連邦政府が行っている。 

 本報告では、こうした合理的配慮に関する動向と精

神障害者にかかる合理的配慮に焦点をあて報告する。 

 

２  合理的配慮とは 

合理的配慮は、1990年の障害をもつアメリカ人法

（Americans with Disabilities Act;以 下 「ADA」とい

う。）の101条(9)［42U.S.C.§1211(9)］に規定されてお

り、応募に関する配慮、作業環境への配慮、福利・厚

生に関するものの３種類に大別される。 

ADAは、障害をもつ及びもつとみなされる｢有資格

者｣に適用される（42 U.S.C.1211(8);29 C.F.R.§16 

30.2(m)）。有資格者とは、合理的配慮により、あるいは

合 理的 配 慮 のない状態 で、その仕 事の本 質的 な機

能（essential function）を果たす能力のある者である３）。     

したがって、事業主は、あらかじめ本質的機能とそ

れ以外が何であるかを決め、対象者が、「合理的配慮

があれば、あるいは、合理的配慮なしに本質的機能を

果たすことができるのか否か」を判断する [EEOC規定

§1630.2(n)]。合理的配慮のプロセスは、表１に示す４

段階４）である。 

 

表１ 合理的配慮のプロセス 

１ 本質的機能の確定 

２ 障害による本質的機能への妨げについての判断 

３ 制限を取り除くための合理的配慮の決定、合理

的配慮の効果と可能性の検討 

４ 事業主が障害をもつ従業員の好みを考慮し、事

業主と従業員双方に適切な合理的配慮を選択 

             （Goldman他４）を参考に筆者作成） 

 

このプロセスにおいて、雇用機会均等委員会規定

§1630.9(d)では、事業主は有資格者に対して、職務

遂行上必要でない配慮を強要しないこととしている。 

 合理的配慮を行う事業主がその義務を負わなくても

よいのは、変更や改変が事業主にとって過度の負担 

（undue hardship）となる場合である。 

図１は合理的配慮のプロセス５）を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （Spechler,1996５）をもとに筆者作成） 

図１ 合理的配慮のプロセス 

 

３  ADA改正法2008における障害の定義の改正 

2008 年 ９ 月 に 成 立 し た ADA 改 正 法 2008 （ ADA 

Amendments Act 2008）では、1990年のADA成立当

初の議会の意図と整合性を取り、合理的配慮の対象

となる障害をより広く、より明確に定義している。本法の

精神障害を含む障害の定義について、ADA改正法

2008前の障害の定義との相違点に焦点をあて、合理

的 配 慮 への影 響 について以 下 にまとめた。本 法 は

2009年1月1日に施行となる。 

検討の参考として、ADA改正法2008前のADA規定

に お け る ｢ 障 害 の 定 義 (definition of disability) ｣

(42U.S.C.§12102)を表２に示した６）。 

 

表２ ADA改正法2008前における障害の定義 

１

主要な生活活動(major life activities)の１

つまたは複数を実質的に（substantially）制

限する身体的または精神的な損傷

（impairment） 

２ 又はそのような損傷の経歴を有する 

３ 又はそのような損傷をもつとみなされる 

          (Goldman他６）を参考に筆者作成) 

被 雇 用 者 ／ 就 職 希
望 者 がマネージャー
に配慮を要求 

１ 
職務遂行上

の障害の影響

の分析  

       ２ 

可 能 な配 慮
の決定 

    ３ 
企 業 と個 人 に
とって最もよい
配慮を選択 

４ 

解決方法
を実行 

５ 

解決方法
を評価 

６ ADA 

問 題 解

決過程 
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（1）主要な生活活動(major life activity) 

｢主要な生活活動｣は、ADAよりも広く定義され、｢主

要な身体的諸機能(major body function)｣という全般

的なものが新たに加えられた７）。 

この他、身辺処理、操作、見る、聞く、食事、睡眠、

歩く、立つ、持ち上げる、屈む、話す、呼吸、学習、読

む、集 中 、コミュニケーション、労 働 が挙 げられている

が、これらに限らないことが明記されている８）。 

また、主要な生活活動の｢実質的制限｣は、わずか

な制 限 (nomina l  res t r i c t ion )以 上 で、厳 しい制 限

(severe restriction)ではない９）としている。 

改正法以前の「妨げとなる（prevent）又は厳しい（ 

severe)制限｣よりも緩やかなものである10)。 

 

（2）損傷(impairment) 

損 傷 については以 下 の点 が明 確 化 されている。

損 傷 は 、 主 要 な 生 活 活 動 の １ つ を 実 質 的 に 制

限するが、それ以外に主要な生活活動を制限する必

要はない7) 11)。 

さ らに 、 損 傷 が 一 時 的 ( ep i s o d i c ) あ る いはお さ

まっていても( i n  r em i s s i o n  )、進 行 (a c t i v e )時 に

主要な生活活動の実質的制限となる場合は障害であ

る7) 11)。 但し、損傷が非常に軽い(minor)又は一時的

(transitory)であり、実際の又は予想される継続期間が

６ヶ月及びそれ以下の場合、ADA改正法2008は適用

されない９）。 

 

（3）緩和手段（mitigation measures） 

緩和手段による改善とは関係なく、損傷が主要な生

活活動の実質的制限であるのかを判断する必要があ

る7) 11)。判断において考慮される場合がある緩和手段

は眼鏡とコンタクトレンズである９）。 

こうした改正により、合理的配慮の適用対象範囲が

広がることが予想される９）。 

 

（4）障害を根拠とした雇用差別の禁止 

ADA（42U.S.C.§1211(a)）では「有資格者の有する

障害に対する雇用差別を禁止する」と規定されていた。

しかし、ADA改正法2008では、｢有資格者に対する障

害を根拠とする雇用差別を禁止する」と規定され12)、

明確な相違がみられる。 

ADA（42U.S.C.§12113）に「適用事業体が用いる

基準、試験、その他の選考基準がポストに関連してお

り、事業体の必要性と整合性が取れていない限り、裸

眼の視力による資格基準、入社試験、その他の選考

基準を禁止する」13)とされた。 

 

（5）障害をもつとみなされた場合 

｢ 障 害 を も つ と み な さ れ た 場 合 ｣ 、 ｢ 損 傷 に よ る

主要な生活活動の制限｣あるいは｢制限していると認

められること｣を本人が立証する必要はない７）。 

 

４  合理的配慮に関する米国法の特徴 

 合理的配慮に関するEUの雇用均等一般枠組み指

令（Council Directive on establishing a general 

framework for equal treatment in employment and 

occupation (2000/78/EC)）の第５条では合理的配慮

を正当な理由なしに行わなかった場合、差別となると

は明確にされていない14)が、ADAでは合理的配慮が

差別禁止の中心に位置づけられている11)ことが特徴で

ある。 

 

５  精神障害者にかかる合理的配慮の義務 

 ADA規定では｢神経システム、精神的及び心理的疾

患 ｣ を 含 め 障 害 を 広 く 定 義 し て い る （ 29C.F.R §

1630.2(h)）15)。また、ADA改正法2008の｢主要な生活

活動｣の中にも思考、他者と関わる、集中といった精神

及び感情のプロセスが含まれている。このように精神障

害はADA規定及びADA改正法2008の双方において

適用対象の障害であるが、精神障害の診断の全てに

ついて、事業主が合理的配慮の義務を負うわけでは

ない15)。 

リハビリテーション法第29章1613.07条においても合

理的配慮は表３のように規定されている16)。 

 

表３ リハビリテーション法による合理的配慮規定 

A 

合理的配慮が事業主に対して過度の負担とな

らない場合、有資格の応募者あるいは従業員

である身体障害者及び精神障害者に対して事

業所は合理的配慮実施を義務付けられる。 

B 

合理的配慮は２種類に大別されるが、これら

のみに限定するわけではない。 

・ アクセス可能、利用可能な環境 

・ 職務再設計、パートタイムや勤務スケ

ジュールの調整、道具等の獲得と改修、

試験における調整及び配慮（通訳等）の

実施 

C 

上記Aにおいて合理的配慮が事業主に対し

て、非常な困難となるあるいは多大な出費と

なるといった過度の負担の判断について、以

下のことがらを考慮する。  
・ 従業員数、事業所数と種類、予算額  
・ 業務の運営、従業員の構成等、配慮内容

とコスト  
（資料出所：U.S.General Services Administration

16)
） 

 

６  判例の動向 

精神障害にかかる合理的配慮について、判例によ

る検討結果をADA改正法2008を踏まえつつ、以下に

まとめた。 

（1）合理的配慮の要求 

 事業主に合理的配慮を切り出す義務はなく、要求が

あった場合に従業員に対して希望する合理的配慮を

書面で提出してもらうことができる。 

 また、精神障害の開示後に、合理的配慮の要求が
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なかった場合、事業主は合理的配慮の実施義務はな

い（Clouatre v. Runyon (2003)）。 

 

（2）実質的制限の立証 

集中や優先順位を考慮した仕事の進め方は標準

的な障害をもたない従業員も同様に実践すべきことで

あり、また服薬による障害管理が可能であることから、

実質的制限はないとした思考力や集中力に問題がな

い注意欠陥多動性障害の判例もみられる（Collins v. 

Prudent ia l  Investment and Ret i rement Serv ices  

(2005)）。 

しかし、ADA改正法2008により、実質的制限につい

て、緩和手段の影響を考慮しないこと、判断基準が緩

められたことにより（「3 ADA改正法2008における障害

の定義の改正」参照)、実質的制限を立証しやすくな

る可能性が考えられる。 

 

（3）有資格の判断 

 精神障害による能力の損失や低下が明らかに存在

する場合、発症前の能力を合理的配慮なしの状態で

有 資 格 であることの立 証 根 拠 とはできない（Land v. 

Washington County (2001)）。 

 事業主は本質的機能を決定する義務があるが、有

資 格 に つ い て は 従 業 員 に 立 証 義 務 が あ る( 

Hamilton v. Township of Flint(1999)) 。 

さらに、従業員は合理的配慮実施後に有資格であ

る こ と を 示 す こ と が 必 要 で あ る （ Bombard v. Fort 

Wayne Newspapers, Inc.(1996)）。 

 

（4）合理的配慮の必要性の可否の決定 

合理的配慮の要求がありその必要性が明確でない

場合、事業主は即合理的配慮を決定せず、精神障害

による主要な生活活動への制限、本質的機能の制限

を検討するための情報を得てから決定する。精神障害

者の合理的配慮については職業リハビリテーション・カ

ウンセラーの助言が有効である17)。 

Doebele v. Sprint (2003)では、雇用機会均等委員

会のガイドラインにもかかわらず、「集中すること」は、

主要な生活活動ではないとの裁判所の判断であった。

人 間 関 係 が 作 り づ ら い （ Steele V. Thiokol Corp. 

(2001)）や好ましくない上司や不快な職務によるストレ

スによるもの（Dewitt v. New Carsten (1996)）は、いず

れもADA適用対象の主要な生活活動の制限ではない

としている。 

しかし、単なる人間関係の作りづらさは、主要な生

活活動の制限ではないが、引きこもり、敵対、コミュニ

ケーションが全く取れないという重い精神疾患による課

題は、主要な生活活動の制限であるとした判例もみら

れ る （ Caraccuiki v. Bell Atlantic Pennsylvania 

(2005)）。精神障害による能力低下が即主要な生活

活 動 の 制 限 と は な ら な い （ Tornton v. McClatchy 

Newspapers,Inc. (2002)）との判断もある。しかし、今後

合 理 的 配 慮 の必 要 性 の可 否 についてADA改 正 法

2008における主要な生活活動の制限の改正を反映し

た裁判所の判断となるものと考えられ、注目される。ま

た、こうした課題に起因する問題を未然に防ぐための

援 助 者 の 存 在 の 確 保 は 合 理 的 配 慮 の 対 象 と な

る か 否 か と は 別 に 重 要 な こ と で あ る と 考 え ら れ る 。 
 

７  合理的配慮の内容 

 通 常 よく行 われる精 神 障 害 者 にかかる合 理 的 配

慮18)をまとめたものが表４である。 

 

表４ 通常よく行われる精神障害者にかかる合理的配慮 

  課題      合理的配慮 

・カウンセリングのための休暇 

・遅れた時間を補う 出勤 

・出勤時間を遅らす 

・上司とのコミュニケーションの

円滑化 
変更への対応

・仕事関連での上司との定期的な

話合い 

・社交や仕事でのやりとりのアド

バイス提供者 対人 
・チーム活動への参加 

・会合や締め切りを記す電子カレ

ンダー 

・E-mailの活用 

・毎日及び各週のゴール設定 
時間管理 

・時間管理の指導者 

・仕事を優先順位にこなす指導 

・仕事のリストの定期的チェック 

・多くの仕事の細分化 
仕事の管理 

・データ管理のための電子機器 

・小休止 

・前向きなフィードバック 
ストレス管理

感情の安定 
・支援への電話相談 

集中 
・ 静 か な 場 所 ・ し き り ・ ヘ ッ ド

フォン 

(U.S. Dept. of Labor(2007) 18)を参考に筆者作成) 

 

８  今後の課題 

ADA改正法2008はADA成立当初の議会の意図と

整合性を取り、合理的配慮の対象となる障害をより広

く、より明確に定義していることから、合理的配慮の必

要性を立証しやすくなるものと予想される。 

 さらに、本法において、障害を根拠とした雇用差別

の禁止を明確に規定しており、障害者の障害の状態

よりも、障害差別であるか否かが裁判所の判断基準で

あり、裁判所がADAを公明正大に議会が意図したよう

に解釈することを目指すものである。さらに｢合理的配

慮の否定｣が障害差別であるとする障害者権利条約と

も整合性のあるものであり、本法の今後の動向が注目

される。 

 日本国内の精神障害者雇用事業所を対象とした調

査を行ったところ、定着状況良好群において本人の希
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望にそったパートタイムなどの配慮がなされていた19) 20)。

また、2007年に日本政府が署名した障害者権利条約

の労働及び雇用に関する第27条に合理的配慮が規

定されている21)。こうした状況の中で、障害者権利条

約の批准に向けてADA改正法2008の今後の動向は

参考となると考えられる。  
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